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  IT×IT vol.0


  
    
      	
        KeyPerson

        
          	グーグル 専務執行役員営業本部長 有馬誠 氏


          	ラオックス 代表取締役社長 羅怡文 氏


          	JBCCホールディングス 代表取締役社長 山田隆司 氏

        

      


      	
        行きつけの店

        
          	台場「鉄板焼　銀杏」：富士通ビー・エス・シー 代表取締役社長 兼子孝夫 氏


          	渋谷「蛇の健寿司」：インフォベック 代表取締役社長 山口俊昌 氏

        

      


      	
        Face

        
          	マイクロソフト テクニカルソリューションエバンジェリスト 西脇資哲 氏


          	シトリックス・システムズ・ジャパン マーケティング本部マーケティングコミュニケーション プログラムマネージャー 冨永千鶴 氏

        

      


      	
        時の人

        
          	シャープ AVシステム事業本部 液晶デジタルシステム第1事業部 事業部長 喜多村和洋 氏


          	オリンパスイメージング 取締役兼事業統括本部長 川俣尚彦 氏
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          グーグル 専務執行役員営業本部長 有馬誠

          エンタープライズは超戦略事業

        
      

    


    
      [image: ]　グーグル日本法人は、クラウドコンピューティングの本格普及に向け、エンタープライズ事業を“超戦略的事業”と捉えている。現在、大規模な人員補強を行っており、SIerやアプリケーションベンダーとの連携も深めている。今年1月に就任した事実上の日本法人代表である有馬誠・専務執行役員は、「ユーザーに役立つ仕組みを徹底してつくりあげる」と宣言。クラウドの「リードオフマン」として、日本市場で技術革新を進める考えだ。


      
        	取材・文／谷畑良胤　　写真／馬場磨貴

      

    


    
      プロフィール


      
        ありま・まこと■1956年10月、大阪市生まれ、53歳。80年3月、京都大学工学部卒業。80年4月、倉敷紡績（現クラボウ）入社。87年、リクルートに転職し、広告ビジネスにかかわる。96年4月には、ヤフーの第一号社員として立ち上げに参画し、取締役に。2000年6月には同社常務取締役に就任した。2年後には同社を退社し、04年12月、アイ・アムを設立して社長に就任。2010年1月から現職。
      

    


    
      会社概要


      グーグルは1998年9月、米国カリフォルニア州のアパートの一室で設立。日本法人は01年8月に立ち上がった。米本社は、「YouTube」を買収し、ネットエンジンを強化する一方、デジタル端末向け「Android OS」や「Chrome OS」などの提供も開始。エンタープライズなどで「クラウド」を打ち出し、快進撃を続けている。日本法人は、辻野晃一郎氏を最後に社長職を廃止。グローバルと歩を一にしながら成長を目指す。

    

  


  
    ユーザー・エクスペリエンスを追求
　──「世界のグーグル」のビジネスのすそ野は、検索エンジンに限らず「Android OS」「Chrome OS」「YouTube」など、あらゆるIT機器、ITを使うさまざまなシーンに広がっています。何をもたらそうとしているのでしょうか。

    

    　有馬　全体としていえることは、収益を得る場所が、「BtoC」でなく「BtoB」であるということです。その前提は、インターネットビジネスです。ユーザーの支持が得られないことには、「BtoB」で収益を得ることができないというのは基本ですね。
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    　ヤフージャパンの立ち上げを経験し、1月にグーグル日本法人に転身して思ったことは、われわれが「ユーザー・エクスペリエンス」と呼ぶ「ユーザーに喜んでもらい、ユーザーの役に立つことを徹底して追求する」というスタイルはブレていないということです。

    

    　──グーグルが定義する「ユーザー」とは、何を指していますか。

    

    　有馬　テレビやモバイルなどを含めて、ITを使うすべての人です。ただ、「テレビユーザー」という言い方はおかしいですね。「デジタルライフスタイル」に垣根はありませんから。

    

    　──家庭でITを使うユーザーも働きながらITを使うユーザーも、「すべて」のユーザーに対し「エクスペリエンス」を追求するということですね。

    

    　有馬　そうです。これで「すべて」ということが整理できたでしょうか。そこが、われわれが最も力点を置いているところです。例えば、クラウドコンピューティングを展開するエンタープライズ（法人・企業）事業では、お金をどこからいただくかというと、企業からいただくのですが、「使う人」の便利さを向上させなければいけません。

    

    　──グーグルの収益モデルは、革新をもたらしています。クラウドでグーグルが起こす技術革新には目をみはるものがありますが、これからはどんな変革をしていきますか。

    

    　有馬　結果として、そう見えているのかと思いますが、とにかくユーザーにとって「それはおかしい」とか「これは不利益だ」ということを徹底的に改善しようとしているだけです。

    

    　その結果として、既存のビジネスモデル（サーバー設置型のITシステムなど）に対抗する図式ができあがっているだけ。特定のベンダーモデルに対して対抗心を燃やすというのは、これまで社内で聞いたことがないですね。

    

    　──これも一般論になりますが、グーグルのビジネスモデルは、いつ頃までに、どんなものをつくるといった到達目標のようなものはあるのでしょうか。

    

    　有馬　ないんじゃないですか。個人的な意見ですが、私は1996年の立ち上げからヤフージャパンにいて、02年時点で、「インターネットビジネスは完成に近いところまで来た」と感じて退社を決意した。しかし、8年ぶりにインターネットの世界に戻ってきて、振り返ってみると、02年当時は「石器時代」ですね。10年後にいまを振り返ると、「縄文時代」か「弥生時代」になっているんじゃないでしょうか。変化は、これからが本番です。

    

    　──ヤフーと比べて、どうでしょうか。グーグルのほうが発展性はありますか？

    

    　有馬　ヤフーに限りませんが、インターネットの黎明期は、「テクノロジー追求型」と「ビジネスモデル追求型」という両方の側面がありました。ヤフーの場合は、テクノロジーに依存しないモデルで成功したといえます。一方、最近では、テクノロジー重視も大事に感じられるようになり、そこで抜けてきたのがグーグルです。現時点では、テクノロジーがベースにあるビジネスモデルをもつところが優勢になっています。ただ、将来的にはこれもまた分かりませんね。

    

    　──現時点では、グーグルに優位性があるということですか。

    

    　有馬　そうですね、集まったエンジニアの質と量を見ても相当に凄いので、当分の間、世界をリードできるでしょう。

    

    　──そのなかで、日本発のようなテクノロジーは生まれていますか。

    

    　有馬　「Google Map」のロシア版や中国版は、日本のエンジニア部隊がつくっています。こうした技術の面はグローバルを見渡し、長けたところが対応しています。モバイルビジネスはグーグルのなかで日本が世界をリードしている。とくに、モバイル・プラットフォームへの広告配信技術は群を抜いていますよ。

    

    グーグルに集まったエンジニアの質と量は相当に凄く、当分の間、世界をリードできる。
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    クラウドのアプリ開発環境を提供
　──エンタープライズ事業ですが、クラウドなどで、国内で短・中期的にどんな戦略を打ち出していきますか。

    

    　有馬　クラウドを明確に定義できる人は、いまいないと思います。グーグルの場合は、クラウドを使い、その上のアプリケーションをクラウドの形で使うことで、業務の効率化や生産性向上などにつなげることを実現しています。まずはそこに役に立つことを考えています。現在は、「Google Apps」のアプリケーションを拡充しようとしています。

    

    　──メールやカレンダーなどに限らず、役立つアプリケーションをどんどん増やすということですね。

    

    　有馬　これまでもユーザーの要望に応えて拡充してきました。最近では、「クラウドで構造的な転換を図るべき」と感じている企業ユーザーが増えてきています。いち早くトレンドに即したアプリケーションを開発したい。例えば、日本企業の習慣に合致した「勤怠管理」アプリは、サードパーティが開発したアプリを販売するウェブストア「Google Apps Market place」からダウンロードすることで、簡単に使うことができるようにしています。いままでにはなかった考え方なんです。

    

    　──ITを使う側にとっては、分かりやすくなりましたね。

    

    　有馬　IT管理者にとっては、ドラック＆ドロップでアプリをもってきたら、すぐに使えてしまう。いままでは、サーバーを設置し、OSやデータベースを構築し、全体のキャパシティを検証して導入していましたから、本当に簡単です。

    

    　──企業に必要とされ、簡単に導入できるアプリを増やしていく。

    

    　有馬　はい。そうしたアプリ開発や関連するシステムを提供していきます。また、最近アナウンスしましたが、「Google App Engine」のfor Business版を出し、グーグルが用意するクラウドサーバー環境で、アプリ開発ができます。

    

    　──小さなベンダーでも、一気に製品を世に出せそうですが。

    

    　有馬　「Google Apps Market place」にアプリを乗せれば、仮に一人事業者のベンダーでも、世界200万社以上のユーザーに向けて製品をアピールできます。これは大きいですよ。

    

    　──いま、日本発のこうしたアプリはどれほどありますか。

    

    　有馬　いまはまだあまりありません。われわれとしては、どんどん出てきてほしい。グーグルには、「宣伝しなければできないことは、やらない」という企業文化があります。それより、よいモノをつくることを優先しています。「ご自由にどうぞ」という世界です。

    

    　──富士ソフトと戦略提携していますが、このようなアライアンスは、今後どのように展開していくのですか。

    

    　有馬　同じアライアンスは10社程度あります。それを積極的に増やすことはしません。ただ、社内では「エンタープライズ」は超戦略的な事業で、明確な戦略目標を立てています。この部分の人員は、ひたすら増強・増員です。
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    「ネット広告白書」

    （インプレスR&D）


    インターネット広告とマーケティングの最新動向を解説する一冊。インターネットを活用した企業コミュニケーション戦略の初の「白書」だ。ヤフージャパン立ち上げに尽力した有馬氏は、「ネット広告に思い入れがあり、ネットの進化をこれで見ている」と、日本のネットビジネスを常にウォッチしている。

  


  
    眼光紙背　〜取材を終えて〜


    
      ヤフージャパンの井上雅博社長と、同社立ち上げに貢献した主力メンバーの一人が有馬誠氏だ。日本のインターネット広告ビジネスの創始者といっても過言ではない。ネット広告の国内の第一人者が、今度はグーグルでその力を発揮しようとしている。

      今年1月、グーグル日本法人は社長職を廃止した。その後に、事実上の社長に就任したばかりの有馬氏は、「グーグルのテクノロジーは計り知れない」と、興奮が伝わってくる口調でインタビューに答えた。

      ただ、同社の前に立ちはだかる課題も少なくない。「クラウドコンピューティング」の創始者として、今度は追われる立場になった。なかでも、エンタープライズ事業は、本人にとって未知の世界だろう。アマゾンやセールスフォース・ドットコムもそうだろうが、グーグル以上に泥臭い展開をしてきている。世界はまだしも、日本で勝ち抜くには、もう一段上の戦略的な取り組みが必要だ。（吾）
    

  


  （週刊BCN 2010年07月05日発行号掲載）


  
    
      
        	
          ラオックス 代表取締役社長 羅怡文

          日中の両市場で伸ばす

        
      

    


    
      [image: ]　家電量販店のラオックスは、日本と中国の両方でビジネスを伸ばす。中国大手量販店の蘇寧電器と資本業務提携した同社は、中国での販売チャネルを得ると同時に、国内での体制立て直しに全力を挙げる。今期は10期ぶりの黒字化、そして向こう3年をめどに年商700億円までの回復を目指す。


      
        	取材・文／安藤章司　　写真／大星直輝

      

    


    
      プロフィール


      
        ら・いぶん■1963年、中国・上海市生まれ。96年、横浜国立大学大学院経済研究科修了。92年、東京・池袋に中文書店を開店。中国語新聞「中文導報」を創刊。95年、中文産業創立。97年、ラクラクコミュニケーションズ設立。06年、上海新天地（現日本観光免税）設立。09年8月、ラオックス代表取締役社長に就任。
      

    


    
      会社概要


      ラオックスの昨年度（2010年3月期）連結売上高は前年度比76.1％減の96億円、営業利益は21億円の赤字だった。昨年、蘇寧電器と資本業務提携を行い、業績回復に向けた事業の再構築を推進。今期は新規出店も成し遂げ、今年4月からの12か月で160億円の連結売り上げ、営業利益2億円と10期ぶりの営業黒字化を目指す。

    

  


  
    前倒しで新規出店進める
　──トップに就任以来、この8月で1年になります。ラオックス再建の進捗はいかがですか。

    

    　羅　東京の新宿と臨海地区に売り場面積1000m2規模の店を新規で2店舗、この4月にオープンしました。今期から本格スタートした3か年の中期経営計画で、新規出店を準備していましたが、恰好の不動産物件に恵まれたこともあり、予定を前倒ししての出店です。今は国内で7店舗の体制で運営しています。
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    　──今期は黒字化の見込みですね。

    

    　羅　そうです。残念ながら当社は9期連続で赤字を出してしまいましたので、今期は黒字化をぜひ成し遂げたい。決算期については、当社筆頭株主の中国・蘇寧電器に合わせる形で、これまでの3月期から12月期へ変更する予定です。したがって、今期は9か月の決算。すでに発表している11年3月期までの12か月の決算では、営業利益ベースで2億円の黒字を見込んでいます。

    

    　──蘇寧電器との資本業務提携による効果はすでに現れているのですか。ラオックスが広大な中国市場へ日本の商品を供給する日本側の購買窓口になるのではと、期待する声も一部にあります。

    

    　羅　いえいえ、ラオックスは基本的に日本の顧客をメインターゲットとする量販店であることに変わりありませんよ。日系の大手家電メーカーは、すでに中国の現地法人を通じて、蘇寧電器などの量販店と直接商売を始めています。ここに割って入るのは考えにくい。

    

    　ただ、蘇寧電器の店舗内に売り場を設けるインショップ方式で、中国にはない、日本ならではの商材を販売するビジネスは展開します。今の経営計画の期間中にインショップで100店舗、これとは別に楽器専門店の中国への出店を10店舗程度、計画しています。

    

    　──日本ならではの商材とは、具体的にどんなものですか？

    

    　羅　IT商材に限ったものではなく、例えば、圧力釜やポット、セラミック製のハサミなど、生活用品などが有力ですね。この5〜6月にかけては、こうした日本式の生活用品を蘇寧電器の中国国内11地区30店舗で販売するキャンペーンを打ちました。当社ではジャパニーズ・ライフスタイル商材と位置づけています。日中間で貿易仲介を手がける子会社「ラオックス上海」も立ち上げます。今回の蘇寧電器におけるキャンペーンも、当社が日本から輸出したものが主軸です。

    

    　──「ジャパニーズ・ライフスタイル」のイメージが掴みにくいのですが。

    

    　羅　日本にいるとあまり実感できないのですが、中国からみた日本のイメージは、エコロジーで繊細なんですね。キッチン回りの商品、日用雑貨など、日本らしいきめ細かな工夫が施されている商品は、中国の人々は大好きです。

    

    　ただ、キッチン回りや日用雑貨系のメーカーは、中堅・中小規模の企業が多く、広大な中国で独力での販路開拓はハードルが少々高い。そこで、当社が貿易の仲介役となり、中国での流通をお手伝いさせていただく。日本で売っているものでも、実際は中国でつくっているケースもありますから、中国の工場でつくったものをそのまま店頭に並べたりと、柔軟に対応する方針です。

    

    ラオックスは日本の顧客を

    メインターゲットとした量販店であることに変わりありません。

    


    「安定成長」の維持へ
　──日本製といえば家電やIT機器、クルマというイメージが強い。クルマはともかく、家電やIT機器は中国でどのように評価されているのですか。

    

    　羅　誤解してもらっては困るのですが、大手家電やIT機器メーカーは、すでに現地法人を構えて商売をしています。したがって、当社は中国での販路がまだ確立されていないジャパニーズ・ライフスタイル系の商材を売るという趣旨です。楽器専門店はこの6月に第1号店を上海に出店しており、ジャパニーズ・ライフスタイルや貿易仲介などと合わせて3年後には280億円ほどの売り上げを見込んでいます。

    

    　とはいえ、中国や韓国、台湾の家電・IT機器メーカーは、すさまじい勢いで力を伸ばしています。以前のように「日本製」というだけで、中国で売れるのかといえば、正直厳しい。パソコンや携帯電話に限っていえば、ノートパソコンなど一部の商材を除いて、すでに日系メーカーはじりじりと押されている状態にあるのは周知の通りです。

    

    　──日本の家電、IT機器メーカーが衰退すると、ラオックスの国内ビジネスにも悪影響を与えませんか。御社は中国などの海外からの顧客をターゲットの一つに位置づけていますよね。

    

    　羅　もちろん、日本のメーカーにはがんばってほしい。今年7月にも中国観光客に対するビザ発行の要件が緩和されるなど、中国人が日本に足を運びやすくなります。当社は、海外からのお客様であっても、日本の顧客と変わりなく、自由に買い物を楽しんでもらえるよう、受け入れ体制に力を入れますし、当然ながら日本のメーカーとの協力体制をより強化します。

    

    　日本ならではのIT機器や時計、海外仕様の家電、免税商品などを安く提供するのもその一つ。国内外のお客様を分け隔てなく、楽しく買い物していただける環境を整備することで、ライバル他社との差異化を図るということです。来日する中国観光客の7割方は、買い物が主な目的だと私はみています。デフレなどもあって、日本の商品は以前に比べれば安いですし、中国の中産階級層は急速に膨張しています。ちょっと手を伸ばせば、日本で買い物を楽しめる。このタイミングをうまく掴んでビジネスにつなげたい。

    

    　──蘇寧電器の状況を少し教えていただけませんか。中国で蘇寧電器のインショップ方式で100店舗出店するというお話でしたが、これは全店舗数のうち何割程度を占めるものでしょうか。

    

    　羅　まだ何割も占めませんよ。彼らは中国全土約200の都市で、およそ1000店舗を展開しており、今後さらに増える見込みです。2009年の売上高は前年度比16.8％増の583億元（約7870億円）ですが、貨幣価値の違いを考えると、日本国内トップの家電量販店と比べて遜色ないほど成長している会社です。このなかで、主要な店舗約100店舗ということですので、今の計画では一部店舗というレベルです。

    

    　──ラオックスの売り上げ目標はどのくらいですか。

    

    　羅　量販店である限り、当然、規模を求めます。経営計画の向こう3年の期間で700億円まで売り上げを伸ばします。昨年度（10年3月期）連結売上高が100億円弱でしたのでざっと7倍。伸びしろ分の600億円のうち、国内店舗事業が半分強と、中国への店舗進出ならびに貿易仲介事業が半分弱というイメージです。2000年初めには2000億円を超えていた当社ですから、原状回復というわけにはいきません。ですが、蘇寧電器と連携しつつ、これまでの日本の量販店になかった新しい店づくりに取り組んでいきます。
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    「見えざる隣人・中国人と日本社会」

    （吉田忠則著、日本経済新聞出版社）


    偶然にも本紙2010年2月1日号の本欄に登場いただいた北京出身の李堅・SJI社長のお気に入りと同じ本である。羅怡文社長は「手にとった経緯は定かでないが、読後、印象に残った1冊」と、同じ中国出身の経営者として、李社長と通じるものがあった様子。

  


  
    眼光紙背　〜取材を終えて〜


    
      事業立て直しでリストラを進めてきたラオックス。羅怡文社長は、「社員が減り、企業としての体力も消耗した」と、率直に現状を語る。厳しいなかでも、中国・蘇寧電器の支援のもと、4月に新規2店舗を予定よりも前倒しで出店した。国内量販店市場は、ヤマダ電機を頂点とする寡占状態。同じビジネスモデルでは、もはや勝てない。ラオックスは蘇寧電器と組む道を選んだ。

      この蘇寧電器、実は、中国のIT商材の販売方式という面では“少数派”なのだ。中国では、ショッピングモールに中小の独立店舗が軒を連ねる“秋葉原のラジオ会館方式”が、全体の7割余りを占める。「だからこそ、資本力や全国規模のサービス網で勝る量販店方式の発展余地は十分にある」と、羅社長は伸びしろに着目する。

      ラオックスと蘇寧電器の成長可能性の大きさに押されるが如く、日中IT商材の流通網のボーダレス化は急ピッチで進む。（寶）
    

  


  （週刊BCN 2010年06月28日発行号掲載）


  
    
      
        	
          JBCCホールディングス 代表取締役社長 山田隆司

          クラウドと海外の両輪で悲願達成を

        
      

    


    
      [image: ]　2010年4月1日、14事業会社を傘下に抱えるJBCCホールディングスのトップに、山田隆司氏が就いた。厳しい環境のなかでの船出だが、目標として創業50周年を迎える2014年に売上高1000億円、営業利益率5％の確保を掲げる。クラウドを中心としたサービス事業へのシフトと、海外市場での売り上げ拡大がキーポイントだ。物販ビジネスが柱の同社にとっては、サービス事業への移行は簡単にはいかないはず。だが、山田社長は「先を見据えて今、変わるとき」と断言し、変化を忘れていない。

    


    
      プロフィール


      
        やまだ・たかし■1955年10月31日、東京都生まれ。79年3月、東京理科大学工学部卒業後、同年4月に日本ビジネスコンピューター（JBCC）入社。05年、取締役常務執行役員東日本ソリューション事業部長に就任し、06年に代表取締役社長。08年、JBアドバンスト・テクノロジー社長。09年、JBCCホールディングス取締役専務執行役員。10年4月1日、代表取締役社長に就任。
      

    


    
      会社概要


      JBCCホールディングスは、SIerの日本ビジネスコンピューター（JBCC）やディストリビュータのイグアスなど、14社のITベンダーを事業子会社として抱える純粋持ち株会社。日本IBM製品の販売に強く、全国に事業所を約80拠点保有するほか、大連市などにも子会社を保有し、中国市場でもビジネス展開する。

    

  


  
    年商1000億円に再挑戦
　──以前から、業界では「次の社長」と噂されていて、「満を持しての就任」という印象です。まずは、就任要請があった時の率直な感想を聞かせてください。

    

    　山田　今年2月に石黒（和義・代表取締役会長）から打診されました。まったく考えていなかったので驚きましたが、（石黒会長が）考え抜いて出した結論のはず。やらせてもらおうと即座に思いました。
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    　──就任早々ですが、会社をどのような姿にしようと考えておられますか。業績目標を教えてください。

    

    　山田　本来であれば、来年度から中期経営計画を走らせるのですが、景気がこんな状態ですから、単年度計画を立てて様子をみようと思っています。来年度の計画はまだ話せませんが、長期的には創業50周年を迎える2014年度に売上高1000億円、営業利益率5％を目指します。何度もトライして、あと一歩届かなかった数字。改めてこれに挑戦します。

    

    　──厳しい環境での船出です。

    

    　山田　不景気の影響で、ハードにしろソフトにしろ、IT製品の物販ビジネスはかなり厳しい状況です。現時点でいえば、当社は物販事業のボリュームが大きいですから、昨年度（10年3月期）業績はその影響でかなり落ち込みました。現在も予断を許さない状況です。

    

    　しかし、昨年度第4四半期からは商談件数が徐々に増えています。「100年に一度の大不況」は、ユーザー企業のIT投資意欲を確実に冷やしましたが、復活の兆しも感じています。

    

    　──中長期的にみて、伸ばすビジネスは何に定めましたか。

    

    　山田　増加する商談のなかでも、引き合いが強いのは、やはりサービス。ITの利用形態が「所有」から「利用」に大きくシフトし、ユーザー企業はサービスとしてITを利用したいと強く思っています。

    

    　当社の経営理念は「ベストサービスカンパニー」ですが、現時点では物販事業のボリュームが依然として大きく、まだまだプロダクトアウト的。サービス事業へのシフトを加速し、事業の柱をサービスに移します。

    

    　──ポイントは、やはりクラウドになりますか。

    

    　山田　情報システムの保守や運用など、サービスにもさまざまなモデルがありますが、重点的に強化するのは、当然クラウド。クラウドといってもさまざまですが、当社は4モデルを展開します。

    

    　まずは、ユーザー企業のプライベートクラウドを構築します。当社は、350台のサーバーを「VMware」を活用して4台に集約した経験とノウハウをもっています。それを生かして、各企業が独自にクラウドを持ちたいというニーズに応えます。二つ目が、「Google Apps」など他社が提供するパブリッククラウドの導入やコンサルティングサービス。三つ目が、他社のクラウド基盤上で自社開発ソフトをサービス化させて販売するモデルで、アマゾンとNTTコミュニケーションズの基盤で提供しています。そして最後が、自社のクラウド基盤上で展開するクラウド「iクラウド」。日本IBMの「System i」を活用したクラウドサービスです。

    

    　──クラウドは、これまでの製品販売やSIの代わりに利用されるはず。だとすれば、従来のビジネスは、確実に縮小するとみられます。「諸刃の剣」ですよね。

    

    　山田　情報システムが仮想化や自動化、標準化されてクラウド環境が進めば、その技術を使っていなかった時代に比べて、ある領域のハードやソフトの販売やSIは当然減りますよ。そのカテゴリの売り上げも減少するでしょう。ただ、だからといってSIerのビジネスが減ることにはなりません。ユーザー企業は二重、三重で投資してきた費用が浮けば、きっと攻めの新規IT投資に回すはずです。成長のためにITは欠かせませんから。その攻めの投資を獲れれば、成長できます。

    

    　当社に限っていえば、基幹系以外のソリューションが手薄だった部分があるので、BIやデータ連携、フロント系ソリューションなどを新たに強化し、その攻めの投資を獲りにいこうとしているのです。

    

    　確かに、クラウドは「諸刃の剣」の面があります。ですが、ユーザー企業のクラウドに対する関心は日増しに強まっています。「クラウドはできません」なんて言えば、すべてのビジネスを失う可能性もある。たとえ従前のビジネスに悪影響が出ても、クラウドを強化しないという選択肢はありません。

    

    事業の柱をサービスに移します。クラウドは当然、強化分野。

    既存SIをつぶす可能性がありますが、そんなことを言ってる場合ではありません。

    


    高品質のITサービスを中国でも
　──伸ばすITジャンルとしてはサービスに照準を合わせていますが、地域でみると海外に積極的ですね。とくに中国には徹底攻勢をかけています。4月1日から、大連市に設立した子会社が本格的に営業を始めました。

    

    　山田　国内市場では当社も苦しいですが、ユーザー企業も苦しいんです。当然、成長の伸びしろが大きいマーケットに出ようと考え、行動しています。そうなると、出てくるキーワードは、やはり中国。当社のユーザー企業でも、中国に進出した企業が増えています。

    

    　ユーザー企業は、中国でも日本と同じ品質のITサービスを受けたいと思っています。ただ、そのプロバイダがいない。ですから、当社が国内で培った高品質なITサービスを中国でも提供するのです。大連市に運用監視センター「SMAC」を真っ先に設立したのは、そのためです。

    

    　まずは日系企業を対象に、情報システムの保守・運用サービスを中心に提供しますが、将来的には中国企業もターゲットにします。当社の自社ソフトの中国語化も進めており、商材も増やします。拠点は、大連市、上海市に加え、今秋には広州市にも置く予定です。

    

    　昨年度の海外売上高は1億円程度で小さいですが、来年度には10億円弱、2015年には100億円まで増やすつもりです。子会社の捷報（大連）信息技術有限公司は、大連銀行に運用監視サービスを提供しており、子会社のリード・レックスがもつ製造業向けERP「R-PiCS」は中国での納入実績もあります。手応えを感じていますよ。

    

    　──サービスへの集中、海外事業の強化となれば、事業会社の整理も必要になってくるのではないですか。

    

    　山田　「相乗効果が発揮されていない」という指摘は社内外からいただいています。相乗効果が発揮できていなかったり、投資が重複していたりなどの課題があるのは事実です。なので、今後事業会社の統合や協業の必要性は感じています。その時々で求められる組織は違うはず。社員にとっては目まぐるしいかもしれませんが、俊敏に組織を変化させていくつもりです。
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    「フリー〈無料〉からお金を生みだす新戦略」

    （クリス・アンダーソン著、日本放送出版協会刊）


    コモディティ化した商品は、いずれビジネスができなくなる状況になり、その時にどのような事業戦略を描けばよいかを綴った名作だ。著者は世界的ベストセラー「ロングテール『売れない商品』を宝の山に変える新戦略」のクリス・アンダーソン氏。「SIビジネスでも役立つ言葉が多い」という。

  


  
    眼光紙背　〜取材を終えて〜


    
      前社長の石黒和義会長は、大胆な施策を矢継ぎ早に打つカリスマ経営者。ホールディングス体制の移行や相次いでM＆Aを仕掛けるなど、変化を恐れない人物だ。今回のインタビューを終えて、雰囲気は異なるものの、変化を拒まない考えと姿勢は共通していると感じた。山田慎社長も、成長のためには現状を代える必要を感じ、また「常に変化し続けなければならない」とも言っている。相乗効果が発揮できていない現在のグループ体制にもメスを入れる考えだ。

      

      辣腕経営者が実現を夢見た悲願「売上高1000億円、営業利益率5％の確保」に改めて挑戦するJBCCホールディングス。石黒会長も達成できなかった目標に山田新体制で再チャレンジすることになる。石黒会長との二人三脚体勢で経営することになると思うが、成功の可否は石黒会長がバトンを手渡したプロパー社長の力にかかっている。（鈎）
    

  


  （週刊BCN 2010年04月12日発行号掲載）
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    富士通ビー・エス・シー 代表取締役社長 兼子孝夫氏

    台場「鉄板焼　銀杏」

  


  
    看板シェフとの会話を愉しむ
　組み込みソフトや通信事業者向けシステム開発に強い富士通ビー・エス・シー（富士通BSC）の兼子孝夫社長がひいきにするのが、港区台場の「ホテル日航東京」内にある鉄板焼「銀杏」だ。富士通BSCが台場に本社を移した2007年以来、兼子社長の行きつけの店になっている。台場には、たくさんのホテルや飲食店が立ち並ぶが、兼子社長のお気に入りは、ホテル日航ホテル東京で、同ホテル内の飲食店のなかでも「銀杏」は、接待でも活用する兼子社長が信頼するレストランだ。

    

    　兼子社長を魅了するのは、「厳選した一流の食材を、シェフが目の前で調理してくれること。味はもちろん一級品だが、目でも楽しめるのが醍醐味」。なかでも、フォアグラのソテーや、和牛のサーロインステーキは絶品だ。

    

    　信頼できるシェフがいるのもポイントだ。兼子社長が店に行く時の担当シェフは、峯山秀樹氏と決まっている。イタリアで修業し、ソムリエの資格をもつ看板料理人で、「誰を連れて行っても、楽しい会話で座を盛り上げてくれ、料理に合う美味いワインをお任せで出してくれる。口も達者でワインも分かる。よそにはなかなかいない名人」と絶賛する。

    

    　厳しいビジネスの現場を離れてホッと一息。舌と目、そして会話も楽しめる、兼子社長の安息のスペースだ。
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    東京都港区台場1丁目9番1号 ホテル日航東京3F

    03－5500－5715
  


  （週刊BCN 2010年07月19日発行号掲載）
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    インフォベック 代表取締役社長 山口俊昌氏

    渋谷「蛇の健寿司」

  


  
    季節の移ろいを味わう
　街の喧騒から少し離れ、渋谷・道玄坂の裏手に入ると、寿司と季節料理の「蛇の健寿司（じゃのけんずし）」がこぢんまりとした佇まいをみせている。

    

    　店内はカウンター8席のみで、隠れ家的な店構え。主人と女将が迎え入れてくれる。完全ウェブERP「GRANDIT」事業を推進するインフォベックの山口俊昌社長が、長い間ひいきにしている店だ。

    

    　「20年以上前に学生時代の友人と通い始めたのがそもそものきっかけ」だそうだ。同僚と足を運んだり取引先との接待に利用したりするが、「最近は一人でふらりと立ち寄ってお寿司をつまむことが多い」とか。

    　

    ご主人の握るネタには、全幅の信頼を置いている。「旬のものをお任せで握ってもらえば間違いない」。また、「毎月通えば、季節の移ろいがわかる」と、常連客だからこその味わい深い指摘も。帰りには、土産も包んでくれる。「女将さんからたまにお土産でいただくお漬物が、またうまい」と太鼓判を押す。
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    東京都渋谷区道玄坂1－20－4

    03－3461－4288
  


  （週刊BCN 2010年07月05日発行号掲載）
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    [image: ] マイクロソフト テクニカルソリューションエバンジェリスト 西脇資哲
    

    先を見据えて移籍した伝道師


    
      

      
        	取材・文／木村剛士　　写真／大星直輝

      

    

  


  
    プロフィール


    
      （にしわき　もとあき）1969年8月18日生まれ、岐阜県出身。OS／2モジュールの開発や、MS-DOS／Windowsでの業務アプリケーションソフト開発業務、ISPの立ち上げなどを経験した後、日本オラクルに入社。プロダクトマーケティング業務やエバンジェリストを担当。12年間ほど在籍した後、09年12月にマイクロソフトへ移籍し現職に就く。「JavaOne」をテーマに講演した経験があるほか、「iPhone」や「Amazon」関連の講演・執筆にも精力的な活動を展開。マイクロソフトだけでなく、さまざまなテクノロジーに精通する。
    

  


  
    　2009年12月、12年間務めた日本オラクルを辞め、マイクロソフトに籍を移した。オラクル社員のなかでも古株で、高いプレゼンテーション能力をもつ。社外活動も積極的だっただけに、データベース業界が長い人であれば、西脇資哲の名前を知らない人はいないはず。それだけに競合への移籍は、衝撃を与えた。
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    　きっかけは意外にも、新入社員からの質問だった。「『入社して12年、何をやってこられたんですか？』には即答したけど、『これからの12年、何をするんですか？』という質問に答えられなかった」。

    

    　答えをもっていなかった自分にショックを受けて、「この会社でまた過去と同じことを12年間繰り返すという選択肢がないことに気づいた」西脇は、その日に辞表を書く。「今後必要なのは、サーバー関連製品、コンシューマデバイス、そしてクラウド。そのすべてをもっている企業を探して、行き着いた結論が今の自分。オラクルにはそれがなかった」。

    

    　マイクロソフトでの役割はエバンジェリスト。全製品・サービスの魅力を多くの人に分かりやすく伝えることがミッションだ。要職を求めず、高待遇も要求しなかった西脇が、唯一望んだのが、このポジション。移籍して3か月ほどしか経っていないが、早くも地位を確立している。西脇がつくったプレゼン資料が樋口泰行社長の上司である米本社の幹部の目にとまり、4月中旬に開催された110か国のカントリーマネージャーが集まる幹部会議に参加。クラウドのプレゼンターに抜擢された。そんな立場で起用された日本法人のスタッフは、これまで皆無だ。
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    　「マイクロソフトの全営業マンが熱意をもって自社の製品・サービスをきちんと伝えられるようにしたい。そして、少し先には自分が業界全体の流れをつくることができるようになりたい。12年後？ 少なくとも、その時に『今後の12年何をするんですか？』に、明確に答えられる自分でありたい」（文中敬称略）
  


  （週刊BCN 2010年04月26日発行号掲載）
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    [image: ] シトリックス・システムズ・ジャパン マーケティング本部マーケティングコミュニケーション　プログラムマネージャー 冨永千鶴
    

    「働くママ」の実現を自社製品で


    
      

      
        	取材・文／木村剛士　　写真／馬場磨貴

      

    

  


  
    プロフィール


    
      （とみなが　ちづる）東京都出身。米クレイトン大学のビジネススクール修了後、1992年に帰国。総合電機メーカーで新規事業開拓業務に従事した後、外資系IT企業でマーケティングコミュニケーション業務を推進する。02年、シトリックス・システムズ・ジャパンに移籍し、08年3月に出産のため休職。同年4月に長男を出産し、その7か月後の11月に復帰、現在に至る。
    

  


  
    　会社にあるPCを異なる端末や違う場所でも同じように利用できる──。そんな旬のソリューションが、「Citrix XenDesktop」。シトリックスの主力製品だ。

    


    
      [image: ]

    


    　その戦略商品の使い勝手を、製品化前に試していたのが冨永千鶴である。「ユーザーの手元に届く前に、評価・検証して、課題点などを指摘していた」。彼女がパイロットユーザーの第一号に選ばれた理由は明確。ユーザーとして、「XenDesktop」を欲する環境にいるからだ。

    

    　冨永は、会社では入社8年目のベテラン社員。販促物の作成などマーケティング業務を取り仕切る。その一方で、家庭に戻れば、もうすぐ2歳になる男児の母親であり妻。育児と家事をこなしながらビジネスに携わる。妊娠を機に、フルタイムでは働けなくなった。それでも、「仕事をあきらめるのは嫌だった」。まさに「XenDesktop」を必要とするユーザーである。

    

    　家庭と仕事の両立を選んだ彼女の1日は、目まぐるしい。毎朝7時に起床して食事を用意し、8時50分に自宅を出て保育園へ。9時30分に出社し、16時30分に退社する。そして17時に再び保育園へ。帰宅後、子供をあやしながら食事の用意。19時30分には風呂に入れて、21時に寝かしつける。そして、21時30分には仕事に戻る。

    

    　仕事では、社内PCとネットブック、自宅のPCと「iPhone」の四つの端末を操る。そのすべてが「Citrix XenDesktop」につながっており、アプリやデータはシドニーのデータセンターにある。端末や場所に依存することなく、どこでも同じ環境で仕事しているのだ。
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    　「子育てしながらの勤務は、いうまでもなく大変！　でもね、仕事と家庭の両立は、それ以上の喜びを与えてくれるんです。だから、すべての働く女性に、妊娠・出産で仕事を辞めてほしくない。私が模範を示せればいいなと思います。『XenDesktop』の便利さも知ってもらいたいしですしね（笑）」。

    

    　自社ソリューションのモデル活用者として、そして「働くママ」の模範として、多忙な日々を楽しんでいる。（文中敬称略）
  


  （週刊BCN 2010年03月22日発行号掲載）
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    シャープ AVシステム事業本部　液晶デジタルシステム第1事業部　事業部長 喜多村和洋


    
      　7月1日、シャープは4原色技術を採用した液晶テレビ「AQUOS クアトロン」シリーズの販売を開始した。これに使われた4原色「クアトロン」技術は、これまで3原色で色を表現してきたカラーテレビの世界を一変させる画期的な技術であり、3Dテレビ「AQUOS クアトロン 3D」のキーテクノロジーでもある。喜多村和洋・AVシステム事業本部液晶デジタルシステム第1事業部事業部長は、「クアトロンがなければ、3Dはやりたくなかった」と断言する。「クアトロン」を武器に、シャープはハイグレードモデルの販売強化に力を注ぐ。（取材・文／田沢理恵　　写真／ミワタダシ）

    


    
      プロフィール


      
        きたむら・かずひろ■1961年生まれ。シャープ入社後、電子機器研究所、テレビ事業部などを経て、2007年、デジタルメディア事業部長に就任。09年4月から現職。
      

    

  


  
    技術革新でハイグレードモデルに自信

    7月の発売は秋以降を見据えたベストタイミング
Q　クアトロン技術への自信を聞かせてほしい。

    

    　「カラーテレビは赤・緑・青の3原色で色を表現しているが、クアトロンは、黄色を加えた4色にしている。これは、テレビの歴史を塗り替えるエポックメイキングな技術だ。ブラウン管テレビが薄型テレビにシフトしたのと同じインパクトがある」
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    Q　一般消費者にも「4原色」という大きな技術革新は伝わるだろうか。そのよさをどのように伝えていくのか。

    

    　「まずはテレビCMを通じて、4原色とは何か、ということを伝えていく。店頭では、画質を実際に見ていただくことに加え、4原色の仕組みを伝える販促物を用意する。また、ワーナー エンターテイメント ジャパンと共同で、黄色をきれいに表現している映画ソフトをプレゼントするキャンペーンを展開していく」

    

    Q　クアトロンのほかに、訴求していくポイントは？

    

    　「いや、『AQUOS クアトロン』と『AQUOS クアトロン 3D』に尽きる。そのほかのことをいうと戦略がぼやけてしまうので、これらをメインに訴求していく方針だ。2010年度は、まず40V型以上の30％にクアトロンを採用し、11年度には40V型以上のすべてに採用していく。ハイグレードモデルで、ひとり勝ちを狙いたい」

    

    Q　すでに圧倒的な地位にあるが。

    

    　「シャープは従来、ハイグレードモデルが手薄だった。しかし、昨年の『LED AQUOS』の投入によって、その部分を補うことができた。『LED AQUOS』で築いたハイグレードモデルの基礎に、クアトロンによって、もう一段磨きをかけたい。クアトロンは、夏商戦に向けて7月1日にXFシリーズ、20日にLXシリーズ、そして7月末に3DのLVシリーズと、三本の矢を束ねて放つ。赤・緑・青に黄色を加えたクアトロンのプレゼンスをお客様に伝えていただいて、販売店の単価アップにつなげていただきたいと考えている」

    

    Q　しかし、夏商戦に向けての投入ならば、タイミングを失したのでは？

    

    　「今年は、12月末までエコポイント需要が続く。例年と販売パターンが異なる特別な年だ。その意味で、今は12月末までの商戦に向けての助走期間だと思っている。今回は、ボーナス商戦ということではなくて、秋以降を見据えたベストタイミングとして、あえてこの時期に新商品を投入することにした」
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    Q　「AQUOS クアトロン 3D」の発売によって、7月末以降、3Dテレビのプレーヤーは3社になる。さらに参入が続くなかで、シャープの優位性は何か。

    

    　「クアトロンがなければ、3Dは出したくないと考えていた。3Dには、画面が暗くなるという欠点があるからだ。クアトロンにしても、3原色を4原色にすることで、一つひとつの色の面積が小さくなり、画面は暗くなってしまう。しかし、『LED AQUOS』に採用した高コントラストと光利用効率を高めた独自の『UV2A技術』があったので、明るく高画質の3Dが実現できた。仮に他社が4原色技術を開発しても、明るいパネルにはならないだろう。当社は、明るさを武器に3Dテレビを訴求していく」

    


    
      ・思い出に残る仕事

      

      　2001年、シャープが世界で初めて発売したBSデジタルチューナー内蔵HDDレコーダー「TU-HVR100」は、喜多村氏の発案で製品化したもの。ニュース番組やドラマなど「テレビ好き」という氏が、「きれいな映像を録画して、手軽に再生できる製品が欲しかった」のだという。著作権関連で、放送局から「製品化は諦めてほしい」といわれたこともあったが、今となれば、同社のハイビジョンレコーダーの原点になった製品。「現在のシャープのBDレコーダーのシェアにつながっているのだと思う」と振り返る。
    

  


  （週刊BCN 2010年07月12日発行号掲載）
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    オリンパスイメージング 取締役兼事業統括本部長 川俣尚彦


    
      　パナソニックとともに、マイクロフォーサーズ規格でデジタル一眼市場に「ミラーレス一眼」というジャンルを確立したオリンパスイメージング。デジタル一眼市場でのマイクロフォーサーズ機の販売台数構成比は、2010年4月で17・0％に達している。さらに新規ユーザーを増やしていくために、「OLYMPUS PEN」シリーズはどのような展開を行うのか。また、低価格化が進むコンパクトデジタルカメラでは、どのように差異化を図るのか。「OLYMPUS PEN」シリーズの開発を手がけた川俣尚彦・取締役兼事業統括本部長に聞いた。（取材・文／武井美野里　　写真／馬場磨貴）

    


    
      プロフィール


      
        かわまた・なおひこ■1979年、早稲田大学理工学部卒業後、オリンパス光学工業に入社。97年OLYMPUS HONGKONG駐在、2005年オリンパスイメージング映像品質・製造本部長、06年オリンパスイメージング開発本部長などを経て、09年4月より現職。
      

    

  


  
    「PEN」のラインアップを拡充

    レンズ小型化はマイクロフォーサーズ有利
Q　マイクロフォーサーズ機が市場に受け入れられている理由は？

    

    　「開発段階から、20代の若者や女性など、今までデジタル一眼を使ったことがない人たちをターゲットにして、従来のデジタル一眼の『大きい、重い、難しい』というデメリットを払拭したことが受け入れられている」
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    Q　「OLYMPUS PEN」シリーズの今後の製品展開は？

    

    　「上位モデル、下位モデルともに、ラインアップを拡充していく。レンズキットで10万円前後という『OLYMPUS PEN』の現在の価格は、ターゲットとする20代の若者には手が出しにくい。より価格を下げた下位のモデルを投入したい。ユーザーインタフェースもまだまだ難しい。もっと簡単にして、購入者の女性比率を40％以上にまで高めたい。また、上位モデルは、フォーサーズ機とは棲み分けるかたちでの投入を考えている」

    

    Q　ソニーが、6月にミラーレス一眼に参入するが。

    

    　「ソニーの参入は、ミラーレス一眼が市民権を得た証。市場が盛り上がるという意味で歓迎している。」

    

    Q　そのなかで、オリンパスのマイクロフォーサーズ機の強みは？

    

    　「ソニーのミラーレス一眼は、確かにボディは薄い。しかし、レンズの薄さについては、光学メーカーである当社に一日の長がある。レンズを付けた状態で見ると、ソニーの製品は、本体に対してレンズがだいぶ大きいように思える。レンズの薄さが当社の強みだ」

    

    Q　コンパクトデジタルカメラは低価格化が進んでいるが、その要因をどのように分析しているか。

    

    　「毎年4月は新製品の売り上げがかなりの構成比を占めるが、今年は旧モデルと新モデルが混在している。それが平均単価の下ぶれに影響しているのだろう。新製品についても、本来2万円台半ばで出すようなモデルを、1万円台後半で投入するメーカーが出てきた。コンパクトデジタルカメラは、機能面での明確な差異化が難しい。低価格の製品で数を売ることに注力するメーカーが増えてきたように思う」

    

    Q　そのなかで、オリンパスはどのように戦っていくのか。

    

    　「ワールドワイドでは、当社も低価格モデルの投入を考える必要がある。しかし、国内は別だ。付加価値モデルとして、まず防水・耐衝撃・耐低温の「TOUGH」シリーズを強く推していく。防水性能だけでなく、子どもが使って落としても壊れないといった耐衝撃性能もあわせてアピールする。もう一つ、インターネットとの関係だ。現在、デジタルカメラユーザーの多くは、写真をどう保管するかに悩んでいる。そこで、写真を安心して保存できるオンラインストレージの提供を検討している。当社だけで始められるサービスではないので、はっきりとはいえないが、2010年度中に提供したいと思っている」

    

    Q　デジタル一眼とコンパクトデジタルカメラ、それぞれの今後の目標は。

    

    　「ワールドワイドの3年後の販売台数シェアで、デジタル一眼、コンパクトデジタルカメラともに、最低でも15%を獲得することが目標だ」

    


    
      ・思い出に残る仕事

      

      　入社以来、製造に関わってきた川俣尚彦氏。その後が、2006年に開発本部長に就任し、「OLYMPUS PEN」シリーズの開発に携わることになった。そこで一番印象に残っているのは、マイクロフォーサーズ機第一弾製品の「OLYMPUS PEN E─P1」のデザイン決定プロセスだ。川俣氏は、試作の段階で、現在の「OLYMPUS PEN E─P1」のデザインを見たとき、「あまりにもレトロすぎる」と思い、違うデザインを選んだ。しかし、開発の若い人たち数百人にアンケートをとると、圧倒的にレトロなデザインが支持された。川俣氏はこのときのことを「私が決めていたら、今頃『OLYMPUS PEN』は売れていなかったかもしれない。今後は若い人がデザインを決めるべきだと実感した」と振り返る。若者の意見を素直に取り入れる姿勢が、新世代ミラーレス一眼「OLYMPUS PEN」シリーズのヒットを支えたのだ。
    

  


  （週刊BCN 2010年05月31日発行号掲載）
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